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512

513

513

517

518

520

521

522

523

523

525

525

527

528

528

529

529

530

530

532



資料7-32放 送 関係専門家の派遣状況

資 料 日 次 一289一

資料7-33プ ロジ ェク ト方式技術協力の実施状況

532

資料7-34プ ロジ ェク ト方式技術協力に よる実績の推移

533

資料7-35開 発調 査件数及び派遣人員の推移

534

資料7-36通 信分 野におけ る開発調査の実施状況

534

資料7-37技 術協 力の実施状況

534

資料7-38通 信分野に おける円借款 の推移

537

資料7-39通 信分野に おける円借款 の実施状況

538

資料7-40通 信 ・放送分野における無償資金協力の推移

538

資料7-41通 信 ・放送分野における無償資金協力の実施状 況

540

資料7-42通 信分野における無償資金協力基本設計調査実施状況

540

資料7-43資 金協力の実施状況

541

資料7-44二 国間の科学技 術協 力協定に基づ く国際協 力の実施状況

542

資料7-45郵 政省の協力状況

543

資料7-46開 発途上 国通信 関係要人の郵政省来訪一覧

543

資料7-47郵 政省幹部の開発途上 国訪問

544

資料7-48NTTに おけ る技術協力覚書等の締結状況

544

資料7-49KDDに おけ る技術協力覚書等の締結状況

545

資料7-50NHKに おける技術協力覚書等の締結状況

545

546




